
和光市告示第２９４号

和光市パートナーシップ及びファミリーシップの届出に関する要綱を次のように定める。

令和４年１２月２２日

和光市長 柴﨑 光子

（目的）

第１条 この告示は、和光市において、一人一人が互いの人権を尊重し、多様性を認め合

い、誰もが自分らしく生きることのできる社会を実現するため、パートナーシップ及び

ファミリーシップの届出について必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

⑴ パートナーシップ 互いを人生のパートナーとし、日常生活において継続的に協力

し合うことを約した二人であって、当該二人のうち一方又は双方の性自認が戸籍上の

性別と異なるもの又は性的指向が異性のみではないものである二人の関係をいう。

⑵ ファミリーシップ パートナーシップを形成する二人のうち一方又は双方と生計を

一にする子（養子を含む。）又は親（養親を含む。）その他市長が認める者が家族と

して協力し合う関係をいう。

（届出の要件）

第３条 パートナーシップの届出ができる者は、パートナーシップを形成する二人が、次

の各号のいずれにも該当するものとする。

⑴ 民法（明治２９年法律第８９号）第４条に規定する成年に達していること。

⑵ 市長に届出をする日（以下「届出日」という。）において、市内に住所を有してい

ること（届出日後３月以内に市内への転入を予定している場合を含む。）。

⑶ 互いに近親者（直系血族、三親等内の傍系血族又は直系姻族をいう。以下同じ。）

でないこと。ただし、養子縁組によって近親者となった場合は、この限りでない。

⑷ 配偶者（婚姻を届け出ていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

）がないこと又は当該届出をしようとするパートナーシップを形成する二人以外の者

とパートナーシップの届出若しくはそれに類するものをした状態にないこと。

（届出の方法等）

第４条 パートナーシップの届出は、当該届出をしようとするパートナーシップを形成す

る二人が共に窓口において、和光市パートナーシップ・ファミリーシップ届出書（様式

第１号。以下「届出書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出することによ



って行うものとする。この場合において、当該届出書は、パートナーシップを形成する

二人の連署による一の書面で提出しなければならない。ただし、市長が特に必要がある

と認めるときは、この限りでない。

⑴ パートナーシップを形成する二人の住民票の写し又は住民票記載事項証明書（届出

日前３月以内に発行されたものに限る。）（前条第２号の市内への転入を予定してい

る者にあっては、その事実を確認できる書類）

⑵ パートナーシップを形成する二人の戸籍全部事項証明、独身証明書その他の婚姻を

していないことが確認できる書類（届出日前３月以内に発行されたものに限る。）

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 前項の届出をした者がファミリーシップの届出をしようとするときは、当該者は、届

出書に次に掲げる書類を添えて市長に提出するものとする。この場合において、当該届

出書は、当該届出をしようとするファミリーシップを形成する全ての者の連署による一

の書面で提出しなければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、こ

の限りでない。

⑴ ファミリーシップの届出をしようとするファミリーシップを形成する者のうちパー

トナーシップを形成する二人以外の者の生計が当該二人のうち一方又は双方の生計と

一であることが確認できる書類

⑵ 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

３ 市長は、前２項の規定にかかわらず、第１項第１号及び第２号に掲げる書類並びに前

項第１号に掲げる書類により証明すべき事項を市長が公簿等によって確認することがで

きるときは、当該書類の添付を省略させることができる。

４ 市長は、第１項又は第２項の届出があったときは、当該届出をした者（以下「届出者

」という。）に次の各号のいずれかを提示させることにより、本人確認を行うものとす

る。

⑴ 個人番号カード

⑵ 運転免許証

⑶ 旅券

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が適当と認める書類

５ 第１項又は第２項の届出に係る届出書においては、市長が特に必要があると認める場

合は、当該届出に係る者の戸籍上の氏名に通称（氏名以外の呼称であって、社会生活上

通用しているものをいう。）を併記することができる。

６ 届出者に前条第２号の市内への転入を予定している者があった場合は、当該届出者が

市内に転入をしたときは、転入後速やかに第７条第１項の届出をしなければならない。

（受理証明書等又は受付票の交付）

第５条 市長は、前条第１項又は第２項の届出があった場合は、内容を審査し、適当と認



めたときは、和光市パートナーシップ・ファミリーシップ届出受理証明書（様式第２号

）及び和光市パートナーシップ・ファミリーシップ届出受理証明カード（様式第３号。

以下「受理証明書等」という。）に、当該届出に係る届出書の写しを添えて届出者それ

ぞれに交付するものとする。この場合において、届出者が、第３条第２号の市内への転

入を予定している者であったときは、受理証明書等に代えて、和光市パートナーシップ

・ファミリーシップ届出受付票（様式第４号。次項において「受付票」という。）を交

付するものとする。

２ 市長は、前項後段の規定により受付票の交付を受けた者から前条第６項に規定する届

出があったときは、受理証明書等を交付するものとする。ただし、市長が定める期間を

経過した場合は、この限りでない。

（受理証明書等の再交付）

第６条 前条の規定により受理証明書等の交付を受けた者（以下「被交付者」という。）

は、受理証明書等を破損し、又は紛失したときは、和光市パートナーシップ・ファミリ

ーシップ届出受理証明書等再交付申請書（様式第５号）を市長に提出することにより、

その再交付を受けることができる。

（届出内容の変更）

第７条 届出者は、次の各号のいずれかに該当するときは、和光市パートナーシップ・フ

ァミリーシップ届出内容変更届（様式第６号。この条において「内容変更届」という。

）を市長に提出し、被交付者にあっては、受理証明書等を返還しなければならない。

⑴ 第４条第１項又は第２項の規定による届出の内容のうち、住所の変更があったとき。

⑵ 第４条第１項又は第２項の規定による届出の内容のうち、氏名、通称の変更があっ

たとき。

⑶ 第４条第１項又は第２項の規定による届出の内容のうち、電話番号の変更があった

とき。

⑷ 第４条第２項の規定による届出の内容のうち、ファミリーシップを形成する者の人

数に変更があったとき。

⑸ 第４条第２項の規定により届出をしたファミリーシップを解消したとき。

２ 内容変更届には、次の各号に掲げるときに応じ、当該各号に定める書類を添付しなけ

ればならない。

⑴ 前項第１号に該当するとき 転居した者の住民票の写し

⑵ 前項第２号に該当するとき 氏名の変更があった者の戸籍個人事項証明

⑶ 前項第４号に該当するとき 届出者のうち一方又は双方の生計と同号の規定により

追加する者の生計が一であることを確認することができる書類

３ 市長は、内容変更届の提出があったとき（第１項第３号及び第４条第６項の規定によ

り届出があったときを除く。）は、変更後の受理証明書等を当該届出者に交付するもの



とする。

４ 第１項第４号に該当する場合における内容変更届の提出にあっては、当該届出をしよ

うとする変更後のファミリーシップを形成する全ての者の連署による一の書面で提出し

なければならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りでない。

５ 第４条第３項から第５項までの規定は、内容変更届の提出について準用する。この場

合において、第４条第３項中「前２項の規定にかかわらず、第１項第１号及び第２号に

掲げる書類並びに前項第１号に掲げる書類により証明すべき事項」とあるのは「前２項

の規定にかかわらず、第７条第２項各号に定める書類により証明すべき事項」と、同条

第４項及び第５項中「第１項又は第２項の届出」とあるのは「第７条第１項の届出」と

する。

（受理証明書等の返還）

第８条 被交付者は、次の各号のいずれかに該当するときは、和光市パートナーシップ・

ファミリーシップ届出受理証明書等返還届（様式第７号）を市長に提出し、受理証明書

等を返還しなければならない。

⑴ パートナーシップを解消したとき。

⑵ 届出者の一方が死亡したとき。

⑶ 届出者の一方が受理証明書等の返還を希望するとき。

⑷ 第３条各号に掲げる要件を満たさなくなったとき（転勤、親族の介護その他のやむ

を得ない事情により届出者の一方が一時的に転出した場合を除く。）。

（無効となる届出）

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当する届出は、無効とする。

⑴ パートナーシップを形成する二人のうち一方又は双方にパートナーシップ又はファ

ミリーシップを形成する意思がないとき。

⑵ 届出書その他提出書類等の内容に虚偽があったとき。

⑶ 第３条各号の規定に反するとき（転勤、親族の介護その他のやむを得ない事情によ

り届出者の一方が一時的に転出した場合を除く。）。

⑷ 第４条第６項の規定による届出が市長が定める期限までに提出されないとき。

⑸ その他不正な手段により受理証明書等の交付を受けたこと又は受理証明書等を不正

に使用したことが判明した場合で、市長が必要があると認めるとき

２ 市長は、必要があると認めるときは、無効とした受理証明書等の交付番号（受理証明

書等ごとに付与された番号をいう。）を公表することができる。

３ 届出者は、第１項の規定により届出が無効となったときは、受理証明書等を市長に返

還しなければならない。

（配慮事項）

第１０条 職員は、当該制度の推進に当たっては、この告示の趣旨を尊重し、届出の当事



者に十分配慮するものとする。

（周知等）

第１１条 市長は、届出の趣旨が適切に理解され、公平かつ適切な対応が行われるよう、

市民及び事業者への周知及び啓発に努めるものとする。

（その他）

第１２条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この告示は、令和５年１月１０日から施行する。

（準備行為）

２ この告示を施行するために必要な準備行為は、この告示の施行の日前においても行う

ことができる。


